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⑸ 小括－内部労働市場型人員調整の兆し （以上 本号）













































































































































































1968年 69年 70年 71年 72年 計
①年度始人員 2，659 2，416 2，249 1，836 1，621
②スクラップによる
余剰人員
129 － 205 － 546 880
③自動化による余剰
人員
100 100 100 100 100 500
④余剰人員計
（②＋③）
229 100 305 100 6461，380
⑤増設及び新規事業
にともなう必要人員
94 52 15 6 346 513
⑥差引要配転人員
（④－⑤）
135 48 290 94 300 867
⑦定年退職自然減 108 119 123 121 123 594
⑧適正人員
（①－⑥－⑦）



































































































































































































1969年 70年 71年 72年 73年 合 計
Ａ 年度初人員 2，246 1，975 1，744 1，537 1，366
566




































240 94 20 171 160 685


















146 118 93 48 69 474
Ｈ 年度末人員
（Ａ－Ｂ－Ｇ）











































































その他 4 20 16 9 67 116
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配転（社内他所配転と子会社配転）が最多となる。
このような子会社・合弁会社・他所工場などからなるチッソ企業圏での人
材流動による人員調整の手法については，チッソ経営は，1963年の安賃争議
終了期の合理化の時期にはメインとは考えていなかったと思われる。という
のも，当時建設が始まっていた千葉・五井の新鋭工場の人員調達のさいは，
水俣で人員調整が日程に上るのははっきりしていたにもかかわらず，地元千
葉の人材を充てていたのである46）。そのような人員調達の方式は，1967年の
「再建5か年計画」を境に，チッソ企業圏での人材調整（水俣の新日窒労組
員でも千葉に配転する）の方式へと転換した，と観ることができる。
ⅲ 水俣工場の合理化も1971年3月末の水俣合弁会社への配転をもって一
応の区切りを迎えた。
その間，いくつかの節目があり，安賃争議終結後の再就労と三次に及ぶ希
望退職の時期，それに続く南九配転の時期，新たな質の合理化問題をはらん
だCEC配転の時期，さらにそれに接するように生起した石油化学への体質
改善を目的とする大合理化の時期，と推移してきた。始点（63年3月末）と
終点（71年3月末）との間で水俣工場の従業員数は，約3500名から約1300名
へと減少した。その後まもなく1000名を割ることになる（図表14）。
そして，二つの労働組合の組合員数もほほ同期間に，新日窒労組は，約1680
名から約600名へ，チッソ労組は，約1540名から450名へ減少した（図表15）。
そのうち水俣工場内の組合員にかぎれば，それぞれ同順で約1440名から300
図表14 チッソ水俣工場従業員数推移
注）チッソ（2011）より作成。各年3月末の数字である。
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名へ，約1520名から約450名へと減少した。第一組合である新日窒労組は水
俣工場内では五分の一以下に減少したのである。チッソの企業別組合といっ
ても半数は企業外の子会社・関連会社を組織する組合に変わったのである。
その過程において，二つの組合，経営ともに大きなダメージと消耗を経験
したわけだが，会社はいわゆる企業圏でもって人材の流動と調整を図る方式
を模索しつつあった。新日窒労組は，当初は人員調整の一切は認めがたいと
いう方針で臨んでいたが，企業圏内配転は法的には反対しづらいという現実
を前にして，対処の方向を転換し，配転もやむを得ずとして次善の策を目指
すかたちに切りかえ人員調整のダメージをやわらげる方向へと進んだのであ
る。これらの意味では，会社も新日窒労組も1970年代中盤から後半以降にか
けて明瞭な形で労使関係一般に現れてくるいわゆる内部労働市場型調整メカ
ニズムを早めに受容しつつあったのがこの時代であったと言えよう。ただし，
1969年末の自宅待機はその主スジからははずれたいわば下策であり，なにも
図表15 新日窒労組・チッソ労組の組合員数の推移
注）1．新日窒労組作成資料およびチッソ労組「しんろう」より作成。
2．この図表の組合員数は，二つの組合の水俣工場の組合員数ではなく，二つの組合がチッソ
水俣工場以外に組織した水俣のチッソの合弁会社の組合員も含んだ数である。
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のをも生み出さなかった。
他方，チッソ労組は特段の方向性を有さず，会社と極めて近い距離をたもっ
て活動したが，これほどの大規模な合理化のなかにおいてはひとり特段の場
所を占めるわけにはゆかず，人員調整から受けるダメージはライバルの新日
窒労組のそれと大きくは変わらず，いわば協調の代償を払わされたと言わざ
るを得ない。
（注記）
※下記注記中の労働組合関係資料はすべて熊本学園大学水俣学現地研究センター所蔵のも
のである。
25）チッソ（2011）226‐228頁，236‐238頁。
26）以下はチッソ（2011）302‐322頁による。
27）この物資の製造工程で利用されたのが水銀触媒である。この水銀が有機水銀に変化し，
水俣湾・不知火海・八代海へ放出され水俣病の原因物質となった。
28）これ以前にチッソ経営と水俣病問題がクロスした主な事象としては，水俣病の公式確
認から3年後の1959年11月，不知火海沿岸の漁民がチッソ水俣工場の操業停止を求めて
工場に乱入し，漁民が刑事告訴される事態を招いた時くらいである。この出来事が一つ
のきっかけとなり，チッソは工場廃液の排水溝の場所を変更し，水俣病患者互助会と契
約を結び見舞金を支払うなどを行った。しかしその後は，水俣病問題は10年近くの空白・
沈黙期に入る。
29）以上は，新日窒労組「さいれん」1967年8月22日－9月28日による。
30）橋本彦七。橋本は第二代水俣市長（在職1950－58年，1962－70年）。橋本はチッソ水
俣工場長を務めた人物で，チッソ在籍中は技術者として指導的な位置にあり，1930年代
の水俣工場のアセトアルデヒド製造工程の構想・設計・設備製作・稼働において中心的
役割を果たした（飯島（1996）188‐189頁）。政治的立場は市長当選当初は社会党系であっ
たが，その後は保守に転じた。
31）以上は，新日窒労組「さいれん」1967年10月5日－12月21日。
32）この声明を一種のショック療法と観る理由は，声明は組合の年次大会特別決議として
読み上げられ採択されたものだが，通常年次大会の議題等が前もってかけられる組合常
設の議決機関である代議員会では取り上げもせず，予告もされないまま，執行委員会判
断で，年次大会において読み上げられ決議されたという経緯による。また，当時若手の
組合員に「恥宣言」がどう受け止められたかの一例としてＹ氏の証言（2014年：福原宏
幸による聞取り記録。熊本学園大学水俣学研究センター所蔵）がある。Ｙ氏は，当時こ
の宣言には「違和感」を感じたと述べている。
33）チッソ（2011）316‐317頁。
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ちなみに当時の水俣工場の技術分析を行った星野芳郎は，水俣工場でのオキシクロリ
ネーション法による塩ビ製造は，塩ビの主原料である塩化水素が，同工場の今一つの主
力製品の化成肥料の主原料でもあるという原料の有効利用ができる構造となっており，
これは一見するとコスト削減の妙策に見えるが，実はそのような原料の抱き合わせ生産
は二つの主力製品の需要がつねに同じ方向に動くのであれば効果をあげるが，そうでな
ければ需要変動への柔軟性の欠如につながる恐れがある。それゆえ，チッソの打ち出し
た戦略は採算面で赤信号がともると予想した（星野芳郎（1971））。またこのチッソの技
術戦略は，30年後の評価になるが，チッソの社史も，オキシクロリネーション法による
塩ビ製造は，「水俣工場の存続，従業員の雇用確保を大前提として下された」判断によ
るとしている（チッソ（2011）316頁）。
34）新日窒労組「さいれん」1969年8月8日－8月30日。
35）チッソ労組「しんろう」1969年8月8日－8月29日。
36）以上は，新日窒労組「さいれん」1969年9月10日－9月20日，新日窒労組「代議委員
会記録」1969年9月11日－9月22日，チッソ労組「しんろう」1969年9月10日－9月25
日。
37）チッソ労組「しんろう」1969年10月2日，同11月6日を参照。
38）組合による組合員に対する配転のための説得については，新日窒労組「配転に対する
意向調査」（1969年10月1日），同「配転希望調査表」（69年10月8日）を参照。これら
の資料からは，本人の意向，転出するならどの事業所か，家族の状態，家計・不動産の
状況などを細かく聞き取っている様子がわかる。
39）むろん所属もチッソ本体から子会社所属に変更される。以上の経過については，新日
窒労組「代議委員会記録」1969年11月6日，新日窒労組「さいれん」1969年10月9日－
10月30日による。ちなみに会社は，五井工場などの新たな子会社における人事管理につ
いては，それまで水俣でなされたのとは質の異なる近代的な管理を模索すべきである旨
の報告書を作成しており，たいへん興味深い（チッソ（1963）1‐9頁，14‐15頁）。
40）新日窒労組「さいれん」1969年11月17日－1970年2月6日による。
41）この当時の水俣病をめぐる補償については，患者側が分裂し，裁判に訴える「訴訟派」
と行政に任せるとする「一任派」に分かれていた。先に述べたように裁判は審議の過程
にあったが，ここで言う水俣病補償処理委員会とは一任派に対応するために厚生省によ
り設けられた委員会である。一任派は，この5月30日のあっせん案を受諾した（岡本（2015
年）339‐347頁）。
42）新日窒労組「さいれん」1970年5月29日。
43）同上，1971年3月10日。組合が指名配転を認めた理由については，「さいれん」にも
本文で記した以外に説明は見あたらない。代議委員会でも話題に上っていない（新日窒
労組「代議委員会記録」1971年3月23日－3月13日）。
44）新日窒労組「さいれん」1971年1月18日－3月16日。
45）同上，1971年3月28日。
46）チッソ（2011）291頁のチッソの各工場の人員数の推移による。それを見ると，1973
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年から五井工場は人員を採用・増員しているが，この1960年代前半は水俣では五井への
まとまった配転は話題に上っていない。60年代前半の水俣では，剰員は，本稿で触れた
ように企業グループ内配転といっても，南九配転によって調整されたのである。参考ま
でに，同じ1960年代前半において東洋高圧では，関東の石油化学の新工場を北海道・九
州の企業内人材の配転により編成したことが実証されている（小林（1966）119‐122頁）。
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